別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名:新地域いきいきサポート事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　環境境生活部　環境生活政策課　地域安全室　地域コミュニティ担当　電話番号：058-272-1111（内　2391）

　　　　　　　　　　　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,000千円（前年度予算額：－千円）

	事業内容


	１　事業の内容


地域の課題解決に取り組む団体（地域）に対し、「地域いきいきサポートチーム」の派遣による専門的な支援と、先進地域との交流による支援を行い、地域の課題解決能力の向上につなげる。
　【支援スキーム】
1 支援を希望する団体（地域）の公募

2 コミュニティ診断士等を派遣し、地域課題を事前診断

3 地域課題の診断結果に基づき、支援内容を調整
　　　（専門的な支援が必要と診断した場合）

⇒　大学等の専門家やコミュニティ診断士、ＮＰＯ関係者、市町村職員、県職員
等で構成するサポートチームを編成・派遣
　　　（先進地域との交流支援が有効と診断した場合）
　　　　⇒　地域の課題解決に実績を持つ先進活動団体等のスタッフを指導者として派
遣する出前講座の開催などで支援
　　　〈支援メニュー〉
　　　　・大学教授、専門家等の専門アドバイザーを派遣
　　　　・先進活動団体等のスタッフをアドバイザーとして派遣
　　　　・出前講座の開催　等
	２　所要経費

	


・報償費（アドバイザー報償費等）　　　  606千円

・旅費（アドバイザー費用弁償等）　　　　218千円

・需要費（資料代、事務用品）　　　　　　 93千円

・役務費（郵便料）　　　　　　　　　　　 83千円

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ｖ ふるさと岐阜県を未来につなぐ人づくり
２ 地域の課題に取り組む県民に満ちた地域をつくるために
	２　これまでの取組状況


　地域コミュニティの現状について調査・分析し、明らかとなった地域の課題について、地域住民、自治会等の地縁組織、ＮＰＯ、企業など地域の様々な主体と連携・協働して課題解決に取り組む「岐阜県コミュニティ診断士」を、平成１４年度から岐阜県と岐阜経済大学が共同で認定している。（平成２２年度までに２０７名を認定）
	３　これまでの取組に対する評価


　コミュニティ診断士は、これまで地域コミュニティの振興に関する調査研究のほか、まちづくりワークショップや各種行政計画の策定に係る意見交換会でファシリテーターを務めるなど幅広く活動しており、一定の成果をあげているが、地域の課題が複雑・多様化している現状では、コミュニティ診断士の養成だけでは十分とはいえない状況であるため、コミュニティ診断士の協力を得ながら、地域の課題解決に向けた取組に対し、地域のニーズに応じた専門的な支援や先進地域との交流等による支援をコーディネートしていく必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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